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1、 はじめに

　私は33年間、都内の公立中学校で社会科（地理・歴史・政治経済）を教えてきましたが、0６年に極右の石原慎太郎都知事が支配する東京都教育委員会によって免職という超不当処分を受け、撤回裁判を闘ってきました。処分の発端は、私が05年のノ・ムヒョン大統領3・1演説を教材にして生徒と共に手紙を書き、読みあう授業をしたことでした。

　主な処分理由は、その中で私が生徒に、侵略否定の妄言都議と扶桑社歴史教科書について「国際的に恥を晒すことでしかない歴史認識」であり、「歴史偽造主義者」である、と教えたことでした。なんと、これが「誹謗」つまり、「悪口」である、というのです。

　私は、都教委の正しい歴史認識能力の欠落、「批判=間違いの指摘で正当なもの」と「誹謗=悪口で不当なもの」との違いも認識できない言語能力の欠落に呆れました。さて、裁判官は、どうだったでしょうか？
2、 正しい歴史認識ができない日本の裁判官

　この6月11日に、判決が出ましたが、驚き呆れるばかりの判決でした。それは、全く被告の東京都教育委員会の主張のコピーでした。「被告・都教委は原告・増田を上記二つの文言について『誹謗した』として処分した。増田も、そういう理由で処分された事実を認めている。以上の事実によれば『誹謗である』ことは明らかである。よって、増田は中立・公正を書く人物であるから『公務員不適格』であり、免職処分は正当」というのです。
　私は、この3年間の裁判で、扶桑社の歴史教科書がどんなに歴史事実に反するものであり、侵略正当化の『歴史偽造主義』であるか、これがどれほど「国際的に恥を晒すことでしかない歴史認識」であるか、徹底的に新聞記事や書籍、学者の意見書を証拠として論証しました。日本人はもちろん多数の韓国や中国の方からの「解雇撤回要請署名」も提出しました。当時の勤務校である千代田区立九段中学校（靖国神社付近）の校長先生は、たいへん良心的な人物で、私が何も問題がなく「優秀な教員だった」と詳細に証言してくれました。教え子も、もちろん、きちんと証言してくれました。
　しかし、東京地方裁判所の裁判官は、ひたすら行政権力に迎合しました。この判決の特徴は、日本は侵略戦争をしたのか？　しなかったのか？　侵略否定の妄言や扶桑社教科書は、歴史事実に適合しているか、いないか」について一切、判断を書いていないことです。

　それを先ず判断しなければ、私の2つの文言が「批判」であるか「誹謗」であるのか、判断は出せないはずです。実際は、裁判官は日本の侵略否定の言動に対する「批判」を「誹謗」と判断したのですから、裁判官自身、「日本政府も認めている日本の侵略」を否定する誤った歴史認識の立場に立っているのです。つまり、裁判官自身が正しい歴史認識を持っていなかった、ということを、この不当判決は明らかにしているのです。さすがに、それを明記するのは、少々は恥ずかしかったのでしょうか？
　私以外に、主に「日の丸・君が代」（国旗・国歌）を都教委が卒入学式で強制することは「憲法に保障された思想・信条の自由への侵害である」と反対し、何度も処分を受けている家庭科の教員がいます。彼女の場合は、従軍慰安婦の授業をしたことも問題視されていました。これに対する裁判官の判決は「校長は保護者らから苦情が出ていたことをふまえ,『従軍慰安婦に触れるのはいいが、1時間も2時間も使ってやるものではない』という指導をしたが,これは不当な圧力ではない。」とか、「男女共生の授業に7時間かけた（そのうち2時間が従軍慰安婦）ことは学習指導要領に違反している」というものでした。これについても裁判官は「従軍慰安婦の授業をしてはいけない」とは書いていませんが、そう判断しているのです。裁判官は「日の丸・君が代」強制も「適法」としました。
　私の場合も彼女の場合も、裁判官は黙示ながら明確に、侵略否定の妄言議員や教科書、「従軍慰安婦」について真実を教え、その真実を否定するものを批判することを教えることを弾圧する立場に立ち、教育内容への行政権力の介入を容認し、教師の自由裁量権を否定したのです。これらは、侵略への反省に立って作られた日本国憲法違反であり、改悪以前の1947年教育基本法が厳に禁止する「行政による不当な教育介入」として、本来、裁判官は都教委を断罪するべきものです。

　では、なぜ、日本の裁判官は、正しい歴史認識を欠落させ、自国の憲法の根本にあるはずの「過去の日本の侵略」を認めず、それを批判する教員を免職しても正当などという判決を出すのでしょうか？
　それは、残念ながら現在の日本の支配層が憲法第9条を改悪して「戦争放棄」を放棄し、アメリカ軍の手下として海外で戦争する方向に舵を向けており、裁判官・司法が、それに迎合しつつあるからではないかと私は憂慮します。現に日本はまだ第9条が存在するにもかかわらず、有事法制という名の戦争法制を既に作っており、米軍の戦争に自衛隊という名の現日本軍が協力して戦争する体制は整いました。だから、教育現場で、過去の日本の侵略の真実とそれへの反省を教え、侵略否定の妄言議員や教科書を批判する教員である私は排除するしかなく、裁判所はそれを容認するのでしょう。私を「指導する」と称して反省を強要した都教委指導主事は杉並区教育委員会の幹部に出世し、校長を集めて「教員に扶桑社教科書を批判させるな」と「指導」しています。

現在、行政・司法が一体となって侵略否定と植民地支配正当化の教科書を学校に押し付け、戦争することに抵抗感を持たない日本の子どもたちを育てていこうとしているのです。
3、 教科書問題の現状
　悪名高い扶桑社教科書問題は、1995年、国会の敗戦50年決議や村山談話によって、初めて公式に日本政府が「侵略と植民地支配への反省」を表明したことに危機感を持った右派勢力が、これを「自虐史観」とし、1997年から藤岡信勝らが「つくる会」を作ったところから発生しました。この発行を引き受けたのがフジ・サンケイグループ（現在、フジ・メディア・ホールディングズ）の産経新聞の子会社である扶桑社でした。
　この教科書は、右派勢力が総力を挙げて販売戦略をしましたが、2001年初めての採択は、日本と韓国・中国の方たちとの連帯した反対運動により、採択率は0・039％にとどまりました。これに危機感を持った右派勢力は、自治体の長（県知事や市長・区長）が教育委員を任命する権限を持っていることに着目し、2005年には都教委だけでなく元文部官僚が知事をしている愛媛県、右派が区長をしている杉並区などで多くの反対を押し切って扶桑社教科書を採択しました。それでも、採択率は0.38％でした。
　そのため、なりふりかまわぬ宣伝費用を出した扶桑社は赤字となり、「つくる会」は内紛を起こし、ついに中心だった藤岡信勝らは扶桑社から絶縁を言い渡されました。「つくる会」ＨＰに載った０７年５月３１日付声明によると、扶桑社の言う『その理由は「現行の『新しい歴史教科書』に対する各地の教育委員会の評価は低く、内容が右寄り過ぎて採択が取れないから」であり、社の方針に賛同する人々を執筆者とし、書名も変え、別会社をつくって発行するというものであることが判明しました。』とあります。
 　つまり、教科書発行元の扶桑社自身が、「つくる会」教科書は「各地の教育委員会の評価は低く、内容が右寄り過ぎて採択が取れない」ということを認めたのです。版元の扶桑社自身が現行の「つくる会」教科書（扶桑社版）ダメな教科書だと主張していることに対し、これを「子どもたちにとって一番良い教科書」などと「教育委員」が主張し、国内外の反対を押し切って子どもたちに押し付けるようとしているのが現在の日本です。
　一方、追い出された藤岡らは自由社からほぼ同内容の侵略と植民地支配正当化の歴史教科書を発行し、文部科学省はこれを検定合格させ、8月4日、横浜市では18採択区のうち8区がこれを採択（14000冊）してしまいました。栃木県大田原市は8月4日、杉並区は8月12日、都教委は8月14日、またもや扶桑社歴史教科書を採択するという「「暴挙」「愚挙」を行いました。今後、8月下旬の滋賀県や愛媛県の採択が憂慮されます。

しかし、良心ある日本人は何とかこの動きを止めたいと活動しており、愛媛県では、こんな「歴史偽造」教科書には反対だ、という市民が「韓日平和100年ネット」の構成員であるピョンタクのキム・ジョンスさんなどを招いて反対集会を行い、現在まで何度も県庁前の座り込み反対運動を展開しています。
4、 終わりに

　私が日本の侵略否定の妄言議員や扶桑社教科書を批判することを生徒に教えて不当免職され、それを東京地裁の裁判官が正当としたのは、上記のように日本国憲法を改悪して戦争する国に向かう（日本「自衛」隊は米軍のためにイラク戦争に参加し既に日本は戦時中ですが）日本の現状と切り離せません。
　これは、64年前に敗戦した侵略戦争への反省が本当には日本人一人一人のものになっていないことと結びついています。ですから、来年100年目の8月29日に向け「日帝による韓国強制併合への日本人の真の反省の上に真の和解をしよう」という日韓市民運動は日本人の未来のためにもたいへん重要なものです。粘り強く連帯して進めていきましょう！
